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○豊橋市公契約条例施行規則 

平成28年３月29日 

規則第32号 

改正 令和２年12月18日規則第75号 

豊橋市公契約条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、豊橋市公契約条例（平成 27年豊橋市条例第43号。以下「条例」

という。）第15条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（予定価格） 

第２条 次条第２号及び第３号の予定価格は、１年以下の契約にあっては当該予定価

格、１年を超える契約にあっては予定価格を契約月数で除して得た額に12を乗じて

得た額、指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定（以下「指定管理協定」

という。）にあっては当該協定の年相当額とする。  

（特定公契約） 

第３条 条例第２条第２号の規則で定めるもの（条例第 14条により特定公契約とみな

して適用する場合を含む。）は、次のとおりとする。  

(１) 予定価格１億5,000万円以上の工事請負契約  

(２) 予定価格1,000万円以上の工事請負契約以外の請負契約及び業務委託契約の

うち、次に掲げる業務に関する契約 

ア 庁舎清掃業務又は病院清掃業務  

イ 施設警備業務又は会場警備業務（警備業法（昭和 47年法律第117号）第２条第

５項に規定する機械警備業務を除く。） 

ウ 除草又は草刈業務 

エ 草地又は樹木管理業務  

オ 草花管理業務 

カ 給食補助業務 

キ 人材派遣業務 

ク 庁舎受付業務又は施設受付業務  

(３) 予定価格1,000万円以上の指定管理協定のうち、公募による指定管理協定  

（労働報酬下限額） 
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第４条 条例第６条に規定する労働報酬下限額は、特定公契約の職種及び内容に応じ

て、次に掲げる額等を勘案して定められる労働者に支払われるべき１時間当たりの

労働の対価の下限の額とする。 

(１) 農林水産省及び国土交通省が毎年度決定する公共工事設計労務単価  

(２) 最低賃金法（昭和34年法律第137号）第９条第１項に規定する地域別最低賃金

として定める最低賃金額 

(３) その他行政機関が定める労務単価の基準  

２ 市長は、前項の労働報酬下限額を定めた場合は、これを告示するものとする。  

（労働環境確認書） 

第５条 条例第７条に規定する労働環境確認書の様式は、様式第１のとおりとし、閲

覧に供する場所は、契約担当課窓口とする。 

（身分証明書） 

第６条 条例第11条第４項に規定する証明書の様式は、様式第２のとおりとする。  

（是正措置報告書） 

第７条 条例第12条第２項の規定による報告は、様式第３により行うものとする。  

（公表） 

第８条 条例第12条第３項の規定による公表は、次に掲げる事項についてインターネ

ットの利用その他の方法により行うものとする。  

(１) 特定公契約の名称 

(２) 特定公契約の締結日  

(３) 事業者の氏名又は名称及び所在地  

(４) 公表の理由 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年12月18日規則第75号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に提出されている改正前の各規則の規定に基づいて提出さ
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れている様式（次項において「旧様式」という。）は、改正後の各規則の規定によ

る様式とみなす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式については、当分の間、所要事項を調整して

使用することができる。 
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